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広島市障害者相談支援業務基本仕様書 
１ 件名 

  広島市障害者相談支援業務 

 

２ 利用対象者 

広島市内に居住する身体障害者、知的障害者、精神障害者、難病患者及び障害児（以下「障

害者等」という。）、障害者等の家族、障害者等の介護を行う者、並びにこれらの者を支援する

事業者・団体等とする。 

なお、地域生活課題を抱える地域住民及びその世帯に対する包括的な支援体制を整備する観

点から、相談者の属性や世代に関わらず、相談の受け止めや関係機関との協働による世帯全体

へのチーム支援等必要な支援を行うものとする。 

 

３ 業務内容 

  広島市障害者相談支援事業の実施事業所は、事業所の設置区における障害者等に関する相談

支援の中核的機関として、地域の相談支援の拠点としての役割を果たすものとし、次に定める

業務を行う。 

⑴ 障害種別を問わない相談支援 

ア 一般的な総合相談 

   窓口、電話又は訪問等により、障害者等及びその家族等からの生活上や療養上の相談等、

以下に掲げる相談等について障害種別を問わず対応・支援する。 

(ｱ) 障害福祉サービスや障害福祉制度、医療等の公的制度及び地域のボランティアやピア

グループ等の非公的資源等に関する情報提供、申請や利用の助言・援助等  

(ｲ) 就労支援施設や作業所等の紹介、福祉機器及び情報機器の利用助言、コミュニケーシ

ョンの支援、住宅改修の助言等、社会資源の活用についての支援 

(ｳ) 障害者等のニーズに応じ、身体・知的障害者更生相談所、児童相談所、職業安定所、

医療機関、保健所等の専門機関の紹介 

 イ 権利擁護のために必要な援助 

   成年後見制度に関する情報提供及び制度利用のための関係機関との連絡調整等を行う。 

⑵ ケアマネジメント支援 

計画相談支援又は障害児相談支援の給付を受けていない者等に対し、サービス等利用計画 

の作成支援や障害福祉サービス事業所又は障害児通所支援事業所の利用に必要な支援・援助 

を行うとともに、必要に応じてケアマネジメント会議を主催する。 

 ⑶ 障害者相談支援体制の充実に資する取組 

事業所の設置区において、広島市障害者基幹相談支援センターが事務局となり運営する広 

島市障害者自立支援協議会地域部会の企画・運営の支援や、指定相談支援事業所の支援をす

るほか、広島市内における広島市障害者相談支援事業の実施事業所等と協力し、障害者相談

支援体制の充実に資する取組を実施する。 

 ⑷ 重層的支援体制整備事業を通じた包括的支援体制構築への参画の取組 

ア 区ネットワーク会議等において、複雑化・複合化した支援ニーズを有する事例の情報の

別紙１ 
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共有や必要な支援体制の検討 

イ 相談支援包括化推進員等が開催する重層的支援会議・支援会議で整理された地域の支援

機関の役割分担に基づく対応、他の支援機関との連携・協働による支援の提供 

ウ 地域づくり事業により構築される地域のネットワークと連携し、既存の社会資源の活性

化等を支援 

 

４ 委託業務の実施体制 

委託業務の実施時間は、年末年始、祝日を除く、月曜日～金曜日までの午前８時３０分～午 

後５時１５分までを基本とするが、夜間、休日においても、相談しやすい実施体制に配慮する 

こと。 

 

５ 職員配置等 

⑴ 職員配置 

ア 受注者は、相談支援専門員を２名配置すること。なお、相談支援専門員のうち１名は相

応の経験＊を有すること。 

 ＊相応の経験：障害分野における相談支援業務の経験を、８年以上有することが目安 

イ 広島市委託契約約款第８条に定める現場責任者１人を選任すること。なお、現場責任者

については、原則として、上記アに掲げる相談支援専門員を兼ねることはできないものと

する。 

 ⑵ 受注者は、⑴に掲げる相談支援専門員のほか、委託料の範囲内で委託業務を実施するため 

に必要な職員を配置することができる。 

⑶ 委託業務に従事する職員は、あらゆる機会をとらえて相談支援技術の向上を図るための自 

己研鑽に努めること。 

 

６ 事業実施に係る設備等 

  本業務を実施するに当たり、受注者は以下に定める設備等を整備しなければならない。 

 ⑴ 「広島市＿＿＿区障害者相談支援事業所」の名称を冠すること。 

 ⑵ 本業務専用の電話回線及び電子メールアドレスを使用すること。 

 ⑶ 本業務に係る相談記録等は専用の保管庫により管理すること。 

 

７  委託業務実施報告書等の提出 

実施した委託業務については、発注者が別に定める報告様式により、四半期ごとに報告するも

のとする。（報告は四半期ごとの翌月１５日までに報告するものとする。ただし、第４四半期分

については、３月３１日までに報告するものとする。） 

また、受注者は、発注者が指定する事業実施報告書を、令和１０年３月３１日までに提出する

ものとする。 

 

８ 明確な経理 

  受注者は、本業務に係る経理と他の事業に係る経理とを明確に区分しなければならない。 
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９ 委託料の精算 

  受注者は、広島市委託契約約款第１３条第２項に定める精算については、発注者が指定する

精算書により行うものとする。 

 

10 その他 

⑴ 受注者は、別途、本業務実施区内において、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支 

援するための法律（以下「法」という。）第５１条の１４第１項に規定する指定一般相談支援 

事業者、法第５１条の１７第１項第１号に規定する指定特定相談支援事業者及び児童福祉法 

第２４条の２８第１項に規定する障害児相談支援事業所（以下これらを合わせて「指定一般 

相談支援事業者等」という。）いずれかの指定を受け、当該指定事業所内に、指定一般相談支 

援事業者等の業務を行う職員とは別に、上記５⑴アに掲げる相談支援専門員を配置すること。 

 ⑵ 委託業務に従事する相談支援専門員は、原則として委託業務外の業務を行うことはできな 

い。ただし、初年度に限り、委託業務の実施に支障のない範囲において、指定一般相談支援 

事業者等の業務を兼ねることができる。（２年目以降は計画相談を担当することなく、専従職 

員として従事すること。） 

 ⑶ 受注者は、上記５⑴及び⑵に掲げる職員のみでは、委託業務の実施が困難であると認める 

場合は、受注者が運営する指定特定相談支援事業者及び指定障害児相談支援事業所の職員等 

と連携して対応させるなど、委託業務の適切な履行に努めなければならない。 

⑷ 受注者は、本業務を履行する上で知り得た情報に関して、次の事項を遵守すること。 

ア 委託業務を行うに当たっては、広島市情報セキュリティポリシー（平成１５年７月３０ 

日制定）を遵守した情報セキュリティ対策を実施しなければならない。また、従業員に周 

知徹底させなければならない。 

イ 本業務に関し知り得た情報について、その秘密を厳守し第三者への漏洩を防止するとと 

もに、必要かつ十分な管理的措置を施すこと。 

ウ 受注者の従業員及び従業員であった者は、本業務の履行に関して知り得た情報を契約期

間はもとより、契約の終了後及び解除後においても、第三者に漏らしてはならない。 

⑸ 受注者は、上記５⑴に掲げる相談支援専門員及び現場責任者の欠員や変更、指定一般相談 

支援事業者等の所在地の変更があった場合（見込みを含む。）の委託契約金額の変更について 

は、発注者と受注者とが協議して定める。 

⑹ 受注者は、契約期間満了に伴い委託業務を終了するとき、又はその他の理由により委託業 

務を終了するときは、終了日の６か月以上前に発注者へ申し出るとともに、委託業務を終了 

するまでの 1か月間において、委託業務を確実に引継ぐための必要な措置を講じなければな 

らない。 

⑺ この仕様書に定めのない事項及び疑義を生じた場合は、別途協議するものとする。 

 

 


